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研究成果の概要（和文）：今回の研究成果の内容は以下のように要約できる。１）リーダーの移動やインセンテ
ィブを考慮に入れたマクロ経済モデル分析が行われた。２）役員や官僚のキャリアに影響を与える内部労働市場
の分析と政治家のインセンティブに影響を与える有権者の意識分析が行われた。３）共通一次導入という入試改
革が役員の出身大学に与える効果の分析が行われた。４）大学入試の構造推計や模試の結果の大学選択に与える
効果が分析された。これらの分析の中で、新しい分析方法の開発と日本のリーダーの市場を分析するためのデー
タ整備が同時に行われていった。

研究成果の概要（英文）：We can summarize the results of our projects as follows. First, we have 
analyzed macro economics models that incorporate the turnover and incentive of leaders.  Second, we 
have analyzed the internal labor market that affects the careers of directors and bureaucrats. 
Third, we have analyzed how an entrance examination reform in higher education change managers' 
academic background. Fourth, we have conducted structural estimation of entrance examination for 
universities and have analyzed the role of mock exam for the choice of universities. As the side 
effects of these analyses, we have developed new methodologies to analyze data and new data set that
 can analyze the market for Japanese leaders.

研究分野：社会科学
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１．研究開始当初の背景 
「強いリーダー」を求める声を耳にするこ
とが多くなった。果たして、現在の日本社会
において求められているリーダーの資質と
はどういうものであろうか。また、それらの
資質をはぐくむための教育・経験を身につけ
た人が選抜されるようリーダーのキャリア
は出来上がっているのであろうか。さらには、
それらのリーダーを規律づけるガバナンス
システムは日本に備わっているのであろう
か。こういった問題意識の下、本研究では、
日本のリーダーの教育・選抜・ガバナンスの
実態とそれらの日本経済に与える効果をリ
ーダーのキャリアデータおよび大学入試・就
職活動のデータ等をもちい理論的かつ実証
的に分析することとした。 
 
２．研究の目的 
 今回のプロジェクトでは日本のリーダー
の教育・選抜・ガバナンスの在り方とそのマ
クロ効果を分析することを目的とした。具体
的には、以下の４つのテーマを念頭に分析を
すすめた。 
（１）リーダーの役割とそのマクロ効果  
（２）リーダーの市場とガバナンス  
（３）リーダーの資質と大学教育  
（４）リーダー選抜システムとしての大学入
試と就職活動  

 
３．研究の方法 
（１）リーダーの役割とそのマクロ効果： 
リーダー層の移動やインセンティブを考慮
に入れたマクロモデルを作り、可能なものに
ついては、定量的に分析した。 
 
（２）リーダーの市場とガバナンス： 
多くの経営陣や官僚を育成している日本の
内部昇進システムの役割や、政治家のインセ
ンティブに影響を与える選挙における有権
者の意識を定量的に調べた。また、そういっ
た定量分析を行うためにも、政治家・官僚・
役員のデータをアップデートした。 
 
（３）リーダーの資質と大学教育： 
共通一次の導入という入試改革が与える役
員の出身大学の変化を通じて、役員に要請さ
れる資質や、それに大学教育が与え得ている
役割を人事データと河合の偏差値データを
結合して分析した。 
 
（４）リーダー選抜システムとしての大学入
試と就職活動： 

① 日本の大学システムの特徴である国公立
と私立の間の偏差値間格差の源泉を河合の
偏差値データを使って分析した。  
 
② 某予備校の入試・模試のデータを使い大
学入試の推計を行った。離散選択モデルをベ
ースとした需要関数の構造推計を応用し、大
学入試の構造推計モデルの構築を試みた。ま

た、受験生の模試のデータを使い、模試の結
果が大学選択に与える効果を分析した。 
 
③ リクルートの就職調べのデータを整備し、
新卒市場の分析ができるようにしていった。 
 
４．研究成果 
この間の研究成果は、4 つの項目に分けて
考えられる。 
 
（１）リーダーの役割とそのマクロ効果： 
① リーダーの移動：Takii (2014) はそれ
まで瀧井が行ってきた人材の配置が企業間
の生産性格差に与える影響について分析を
精緻化し、企業の持つ reputation の働きと
いうものを重視した議論に拡張した。
Compustat の デ ー タ を 使っ て行 っ た
counterfactural analysisは reputationの
効果が非常に大きいことを示している。こ
の論文は State University of Newyork: 
Albany で報告された。 
 
②  リ ー ダ ー の イ ン セ ン テ ィ ブ ：
Takii(2014)は労働市場と内部労働市場で
のインセンティブシステムとの関係を分析
し、そのマクロ経済に与える影響を分析し
た。企業特殊人的資本の蓄積に対する動機
づけが非常に重要な時には、市場経済は最
適な資源配分を達成しないという結果を出
している。この論文は The 3rd NYU Search 
Theory Workshopをはじめ様々な場所で報告
されている。 
 
（２）リーダーの市場とガバナンス：  
① 企業内昇進：まず、このプロジェクト以
前から行われている昇進とローテーション
の論文は referee からのコメントをもとに
精緻化し、Sasaki, Takii and Wan (2016)
という形で仕上げた。現在、海外査読付き
雑誌に再投稿中である。次に、Hirata, 
Suzuki and Takii (2016)は、日本の人材育
成システムの一環としてとらえられる内部
昇進によって育成されてきた人材が、合併
時にどのように処遇されるのかということ
を分析した。それによると、役員昇進まで
の経験は、合併直後には重視されるが長期
的には重視されない企業特殊なスキルの可
能性が高いことが分かった。また、役員昇
進後の経験は、比較的代替可能な一般スキ
ルの可能性が高いという結果を得た。また、
Hirata, Suzuki and Takii (2016)は計量分
析上でも重要な貢献をおこなっている。一
般的にリーダー層のサンプルはランダムに
選ばれたサンプルではないため、リーダー
のサンプルのみを使った推計はデータセレ
クションに伴うバイアスを生む。Hirata, 
Suzuki and Takii (2016)はリーダー層のサ
ンプルだけを使ってバイアスを取り除き推
計する新しい手法を開発したのである。現
在この論文は、海外査読付き雑誌に投稿中



である。 
 
② 官僚：Kojima and Takii(2015)は国交省
の昇進パターンの分析を進めた。人事デー
タは文字データであるため、定量分析が困
難である。Kojima and Takii(2015)は国交
省の人事異動の文字データを使って、その
ジョブから将来局長に昇進できるスピード
と可能性を指標化した新しいジョブランク
を提案した。その結果、課長・部長といっ
た通常の階層ランクを用いるだけでは発見
できなかった実質的降格や Fast Track とい
った現象が、国交省の昇進にもあることが
発見されている。この論文は、「人材配置の
経済学」研究会等様々な個所で報告されて
いる。 
 
③ 政治家：有権者が将来世代の利益を割り
引いて考えるなら、ありうるべき債務削減
政策については、有権者が必ずしも望まし
い政策を選ぶとは限らない。そのため、政
治家は評価者の評価基準が歪んでいるもと
で、トーナメント競争を強いられている可
能性がある。その歪みのもつ経済効果の分
析を進めるために、Arai, Okazawa and 
Takii(2017a)では、JGSS のデータ等を使い
ながら、消費税増税を求める有権者のタイ
プを調べた。予想とは反して、高齢者のほ
うが消費税増税を求めていることが分かっ
た。原因を突き止めるべく計量分析を行う
中で、債務保有の有無ダミーや、年金受給
の有無ダミーをコントロールすると、年齢
の効果が大きく下がることが観察された。
これらの事実は、財政破綻から自分たちの
資産を守るためにも、消費税を上げてほし
いと考える老人が増えていることを示唆し
ている。この論文は、「人材配置の経済学」
研究会等様々な場所で報告されている。ま
た、上記結果を踏まえ、Arai, Okazawa and 
Takii(2017b)は、国内債務の額が消費税率
と債務残高を決定するモデルも提供してい
る。この論文も、OSIPP Brownbag seminar
等様々な場所で報告されている。 
 
④ データ整備：時評社の 2013-2017 主要官
庁の人事データをデータ化した。時事通信
社の ijamp データから、2013 年と 2016 年に
おける政治家・官庁人事・地方公務員デー
タを整備した。また、朝日新聞で見る 総選
挙のデータやYomiuri Online のデータを使
い、2013 年・2016 年参議院選、2014 年・2017
年衆議院選の候補者個人データのアップデ
ートを行った。このように、日本の人材配
置を分析するための貴重なデータの拡充が
行われた。将来的に何らかの形で多くの人
が利用できるようにしたいと考えている。 
 
（３）リーダーの資質と大学教育： 
Hirata, Sano and Takii (2017) は、ある
年にある大学・学部を入学した人の中で、

1990-2016 に役員を経験した人の割合を推
計し、共通一次導入がどのようにこの推計
値に影響を与えたかを、Difference in 
Difference という手法を使って分析した。
さらに、なぜ共通一次が役員の出身大学・
学部を変化させたのかのメカニズム解明
の手がかりを得るために、私立・国立の受
験科目数・偏差値・志願者数等に共通一次
導入が与えた影響を、同様にDifference in 
Difference の手法を用いて分析した。それ
らの結果、国公立大学は共通一次導入の結
果、偏差値は下がっているが、国公立大学
からの役員昇進比率を高めていることが
わかった。また、その理由として、共通一
次の結果、多様な科目を受験した人が国公
立に集まりやすくなっているからであろ
うこともわかった。このことは、企業は役
員になる人材として多様な知識をバラン
スよく蓄積している人を望んでいること
が伺える。また、役員輩出を行っている主
要学部である経済学部・法学部・経営学
部・工学部は、共通一次導入によって役員
輩出人数を減らしている。共通一次改革は
入試の改革であり、教育内容の改革出ない
ことを考えると、役員になる人材の教育に
大学の教育内容はあまり関係していない
可能性を示唆している。この論文は、「人
材配置の経済学」研究会等様々な場所で報
告されている。 
 
（４）リーダー選抜システムとしての大学入
試と就職活動：  

① 偏差値格差：Sano and Takii(2016)は、
定型化された事実として、国公立と私立の
間で偏差値格差が非常に大きいことを指摘
し、その原因を分析した。そのために、大
学市場の需要・供給モデルを作り、合格確
率に影響を与える大学偏差値を大学教育と
いうサービスを得るための価格とみなし、
偏差値が大学の大学サービスの供給（定員
数）と需要に影響を与える変数（入試科目
数・授業料・進学率等変化）にどの程度依
存しているかを、国公立と私立に分けて推
計した。そのうえで、偏差値決定モデルに
Blinder and Oaxaca 分解を応用して、国公
立と私立の間の偏差値格差の源泉を分析し
ている。その中で、共通一次の導入・需要
の高い学部の創設・都市化の進展が、国公
立と私立の偏差値格差を縮めている一方、
データでは識別できない古くからの格差が
国公立と私立の間の偏差値格差の大部分を
説明することを発見した。この論文は「人
材配置の経済学」研究会等で報告されてい
る。 
 
② 入試の構造推計：北野、瀧井、中嶋、森
（2018）は、大学入試の個人データを使っ
た医学部の構造推計分析をおこなっている。
推計自身はまだまとまっていないが、この
論文の進捗状況は「人材配置の経済学」カ



ンファレンスで報告された。 
 
③ 模試の役割分析：瀧井、森（2018）は模
試のデータを使い、個別判定の意味を RD の
手法を使って検定した。模試の判定は通常、
細かな偏差値と、大くくりな A,B,C,D 判定
というものが存在する。受験者はより正確
な偏差値の情報があるにもかかわらず、
A,B,C,D 判定に影響を受けて、志望校の選択
等を行っていることが観察された。このこ
とは、合理的個人によっては説明ができず、
行動経済学的な知見を広げるものと思われ
る。この論文も「人材配置の経済学」カン
ファレンスで報告された。 
 
④ リクルートの就職調べのデータ（1974, 
1976, 1978, 1979, 1980, 1981, 1982, 1983, 
1984, 1985, 1986, 1988, 1990, 1992）を
リクルート社から取り寄せ、電子化すると
同時に、企業名により日経コードを振り財
務データとの結合ができるようにする作業
を行っている。河合塾の大学偏差値データ
とともに将来的に公開を考えており、将来
的に貴重なデータセットとなるものと考え
られる。 
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